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(証券コード：6773)
平成30年６月５日

株 主 各 位
　

東京都文京区本駒込２丁目28番８号
文京グリーンコート

代表取締役 兼
社長執行役員 小 谷 進

　

第72回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第72回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席下さいますようお願い申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等により
議決権を行使することができますので、後記の株主総会参考書類をご検討
下さいまして、次頁および41頁のご案内に従って議決権を行使いただきま
すようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

１. 日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時（午前９時開場）
２. 場 所 東京都目黒区下目黒１丁目８番１号

ホテル雅叙園東京 ２階 舞扇
（後記「ご案内図」をご参照下さい。）

３. 目的事項
報告事項 第72期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告、計算書類、連結計算書類ならびに会計監査人
および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付
にご提出下さいますようお願い申しあげます。
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４. 書面またはインターネット等による議決権行使のご案内

(1) 当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決

権をご行使下さい。

【書面の郵送による議決権の行使】

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、平成

30年６月26日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送下さ

い。

【インターネット等による議決権の行使】

41頁の「インターネット等による議決権行使のお手続きについ

て」をご参照の上、平成30年６月26日（火曜日）午後５時までに

議案に対する賛否をご登録下さい。

(2) 書面およびインターネット等による議決権行使が重複してなされ

た場合の取扱い

　書面およびインターネット等により重複して議決権を行使された

場合は、インターネット等により行使された内容を有効として取り

扱わせていただきます。

(3) インターネット等による議決権行使が重複してなされた場合の取

扱い

　インターネット等により複数回にわたって議決権を行使された場

合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

　

５. その他本招集ご通知に関する事項

(1) 本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結注記表および

個別注記表につきましては、法令および当社定款第16条の規定に

基づき、当社ウェブサイト（http://jpn.pioneer/ja/corp/ir/）

に掲載しておりますので、本招集ご通知には添付いたしておりま

せん。従って、本招集ご通知の添付書類に記載されている連結計

算書類および計算書類は、監査役および会計監査人が監査報告を

作成するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部

です。
(2) 「添付書類」および「株主総会参考書類」の内容を修正する必要が

生じた場合は、当社ウェブサイト(http://jpn.pioneer/ja/corp/ir/)

に掲載させていただきます。
　

以 上
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(添付書類)
事 業 報 告

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

１．当社グループの現況に関する事項
(1) 主要な事業内容
　当社グループはカーエレクトロニクス製品の製造・販売を主要な事業
とし、かつこれに付帯または関連する事業を営んでおります。
　各事業における主要製品等および売上高構成比率は次のとおりです。

事 業 区 分 主 要 製 品 等
当期売上高
構 成 比 率
(前期)

カーエレクトロニクス

カーナビゲーションシステム、
カーステレオ、カーＡＶシステ
ム、カースピーカー、テレマテ
ィクスサービス、地図ソフト

81.9％
(80.8％)

そ の 他

光ディスクドライブ関連製品、
ＦＡ機器、電子部品、有機ＥＬ
ディスプレイ、ＤＪ機器（生
産・販売受託）、ホームＡＶ

18.1％
(19.2％)
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(2) 事業の経過および成果ならびに対処すべき課題
　①事業の経過および成果
　〈事業区分別売上高〉

事 業 区 分
第 71 期
(百万円)

第 72 期
(百万円)

前 期 比

国 内 123,631 114,089 92.3％

海 外 188,858 185,235 98.1％

カーエレクトロニクス 312,489 299,324 95.8％

国 内 39,083 37,721 96.5％

海 外 35,110 28,372 80.8％

そ の 他 74,193 66,093 89.1％

国 内 162,714 151,810 93.3％

海 外 223,968 213,607 95.4％

売 上 高 計 386,682 365,417 94.5％

　
　当期における連結売上高は、円安の効果はありましたが、カーエレク
トロニクスがＯＥＭ事業で減少したことなどにより、前期に比べ5.5％
減収の365,417百万円となりました。
　営業利益は、販売費及び一般管理費の減少や原価率の良化はありまし
たが、売上高の減少により、前期に比べ71.3％減益の1,194百万円とな
りました。また、親会社株主に帰属する当期純損益は、営業利益の減少
に加え、為替差損や持分法による投資損失を計上したことなどにより、
前期の5,054百万円の損失から7,123百万円の損失となりました。
　当期の平均為替レートは、前期に比べ、対米ドルは2.2％円安の１米
ドル＝110円85銭、対ユーロは8.4％円安の１ユーロ＝129円70銭となり
ました。
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　以下、事業別の状況につき、ご報告申しあげます。

　カーエレクトロニクスの売上は、円安の効果はありましたが、ＯＥＭ
事業が減少したことにより、前期に比べ4.2％減収の299,324百万円とな
りました。
　市販事業は前期並みとなりました。これは、カーナビゲーションシス
テムは主に北米や国内で減少し減収となりましたが、自動車保険向けの
テレマティクスサービスが好調に推移したことや、円安の効果もありカ
ーオーディオが主に欧州や中南米で増加し増収となったことによるもの
です。
　ＯＥＭ事業は減収となりました。カーオーディオは、北米で減少しま
したが、主に国内や中国で増加したことから増収となりました。カーナ
ビゲーションシステムは、主に国内で減少したことにより減収となりま
した。
　なお、カーエレクトロニクス全体の売上に占めるＯＥＭ事業の売上構
成比は、前期の60％から58％となりました。
　営業利益は、売上の減少に加え、為替の影響による原価率の悪化や販
売費及び一般管理費の増加があったことから、前期に比べ82.4％減益の
1,067百万円となりました。

　その他の売上は、ホームＡＶの減少や、ＣＡＴＶ関連機器事業の譲渡
の影響があったことなどにより、前期に比べ10.9％減収の66,093百万円
となりました。
　営業損益は、売上は減少しましたが、原価率の良化や販売費及び一般
管理費の減少により、前期の780百万円の損失から383百万円の利益とな
りました。

　
(注) 1. 各事業の営業損益は、事業セグメント間取引消去前の金額を表しております。

2. 従来、カーエレクトロニクスにおいて「市販事業」に含まれていた海外のカーナビゲ
ーションシステムの一部を、当期から「ＯＥＭ事業」に変更しております。これに伴
い、前期の数値についても、変更後の区分方法に基づいて組替表示しております。

　以上のとおり、当期においては当期純損失を計上いたしましたことか
ら、当期の期末配当につきましては、遺憾ながら、引き続き無配とさせ
ていただきました。株主の皆様には、誠に申し訳なく深くお詫び申しあ
げますとともに、何とぞご了承賜りますようお願い申しあげます。
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　②対処すべき課題
　自動車産業においては、新興国を中心に自動車の普及拡大が見込まれ
ております。一方、安全性、快適性の向上を目指した自動運転システム
の導入や、電気自動車（ＥＶ）、コネクテッドカーの普及に向けた技術
革新が進むなど、大きな変革期を迎えております。
　このような事業環境の中、当社は、車室空間における快適、感動、安
心・安全を創出する『総合インフォテインメント』のリーディングカン
パニーの実現に向け、業績の改善施策とともに、カーエレクトロニクス
業界の変革期に即した成長戦略を推進しております。
　厳しい収益状況が続いているＯＥＭ事業においては、ビジネスパート
ナーとの合弁会社化なども含め、現在、抜本的な見直し施策の検討およ
び協議を進めており、早期の黒字化に全力で取り組んでまいります。
　収益の柱である市販事業においては、再び利益拡大に向けて、スマー
トフォン連携機能を強化した新製品のタイムリーな市場導入や、音を中
心としたエンタテインメント性の追求により、パイオニアならではのコ
ネクテッドカーライフを推進してまいります。また、自動車保険向けの
テレマティクスサービスや、法人車両向け運行管理サービス「ビークル
アシスト」など、ハードとソフトを組み合わせたソリューションビジネ
ス等、新規事業を積極的に強化してまいります。
　将来の成長ドライバーである地図事業・自動運転関連では、自動運転
に必須となる走行空間センサー「３Ｄ-ＬｉＤＡＲ（ライダー）」の製品
化に向け、サンプル出荷を通じた評価、検証を進めております。また、
オランダの地図および位置情報サービスのグローバルプロバイダーであ
るHERE Technologies（以下「HERE」）との連携強化や、高精度地図の開
発など、自動運転の時代に『なくてはならない会社』の実現に向けた取
り組みを着実に進めてまいります。

　以上、今期は、将来の成長に向けた自動運転関連事業を着実に立ち上
げるためにも、ＯＥＭ事業の抜本的な施策の実施により、収益性回復の
道筋をつける一年とすべく、全社を挙げて取り組んでまいります。株主
の皆様におかれましては、今後ともご理解とご支援のほど、よろしくお
願い申しあげます。
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(3) 環境活動の状況
　当社は、地球環境を維持、改善し、次世代に引き継ぐことが企業の使
命の一つであることを深く認識し、常に豊かで安全な環境の実現に寄与
するよう努めております。
　具体的には、原材料や部品の調達から、製品の生産、使用、廃棄、リ
サイクルまでの製品ライフサイクル全体での環境負荷の低減や、製品・
サービスによる環境貢献をグループ全体で推進しております。その取り
組みが評価され、平成29年10月には、経済産業省をはじめとする関係省
庁が後援する「リデュース・リユース・リサイクル推進功労者等表彰」
において、当社子会社が会長賞を受賞いたしました。
　当社は今後とも、環境負荷の低減や環境貢献への取り組みを推進する
とともに、積極的な情報開示に努めてまいります。

(4) 設備投資の状況

事 業 区 分 金 額 前 期 比

カーエレクトロニクス 34,797百万円 183.6％

そ の 他 1,942百万円 74.5％

全 社 322百万円 82.6％

合 計 37,061百万円 168.8％

(注) 上記の金額は、連結貸借対照表に計上した有形固定資産および無形固定資産の増加額を表
しております。

　
　当期における設備投資の主なものは、製品組込ソフトウェア、金型お
よび生産設備です。
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(5) 資金調達の状況
　当社は、HEREとの地図事業・自動運転関連を中心とした様々な事業領
域における連携をさらに強化し、業務提携の実効性を高めるため、資本
提携を実施することといたしました。これに伴い、平成29年10月５日、
HEREがその全ての株式を間接に保有するHERE GLOBAL B.V.に対し、次の
とおり第三者割当による新株式を発行し、資金調達を実施いたしまし
た。

割 当 先 発行新株式数 調 達 金 額

HERE GLOBAL B.V. 11,117千株 17,343千ユーロ（2,299百万円）

(6) 財産および損益の状況の推移（連結）
　

期 別
区 分

第 69 期
　

第 70 期
　

第 71 期 第 72 期
(当 期)

(平成26.4.1～
平成27.3.31)

(平成27.4.1～
平成28.3.31)

(平成28.4.1～
平成29.3.31)

(平成29.4.1～
平成30.3.31)

売 上 高
501,676 449,630 386,682 365,417

(百万円)
営 業 利 益

7,778 7,304 4,167 1,194
(百万円)

経 常 利 益 ( △ 損 失 )
△2,915 7,250 2,966 △3,121

(百万円)
親会社株主に帰属する当期純利益

14,632 731 △5,054 △7,123
(△損失) (百万円)
１株当たり当期純利益

39.85 1.99 △13.76 △19.12
(△損失) (円)
総 資 産

328,277 298,012 281,786 287,510
(百万円)

純 資 産
107,066 90,486 86,789 84,934

(百万円)
１ 株 当 た り 純 資 産

277.05 233.32 224.72 212.84
(円)

(注) 1. 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用
し、第70期より、「当期純利益（△損失）」を「親会社株主に帰属する当期純利益（△
損失）」としております。

2. 第69期は、ＤＪ機器事業の譲渡等による特別利益を計上したことにより、親会社株主
に帰属する当期純利益が大幅に増加しております。

3. 第71期は、事業構造改善費用や事業譲渡損等の特別損失を計上したことにより、親会
社株主に帰属する当期純損失を計上しております。
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(7) 重要な子会社および企業結合等
　①重要な子会社の状況
　

会 社 名
(所在地)

資 本 金
(出資比率)

主要な事業内容

東北パイオニア株式会社
(山形県)

10,800百万円
(100％)

カーエレクトロニクス製
品等の製造

インクリメント・ピー株式会社
(東京都)

434百万円
（100％）

デジタル地図コンテンツ
およびソフトウェアの
企画・制作・開発・販売

パイオニア ノース アメリカ Inc.
(米国)

124,807千米ドル
(100％)

北米現地法人の統括管理

パイオニア ヨーロッパ NV
(ベルギー)

39,892千ユーロ
(100％ ＊)

欧州現地法人の統括管理
および当社製品の販売

パイオニア エレクトロニクス
アジアセンター Pte. Ltd.

(シンガポール)

28,055千米ドル
(100％)

東南アジア・南アジア現
地法人の統括管理および
当社製品の製造・販売

先鋒電子(中国)投資有限公司
(中国)

644,362千元
(100％)

中国現地法人の統括管理
および当社製品の販売

パイオニア ド ブラジル Ltda.
(ブラジル)

32,407千レアル
(100％)

南米現地法人の統括管理
およびカーエレクトロニ
クス製品の製造・販売

　

(注) 1. 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
2. ＊印は当社が69.5％所有し、当社の子会社が30.5％所有しております。

　
　②企業結合等の状況

該当するものはありません。
　
(8) 主要な事業所等（平成30年３月31日現在）
　①パイオニア株式会社（当社）
　本 社 (東京都)
　川越事業所 (埼玉県)

　②主要な販売および生産子会社
　〈販売子会社〉
　パイオニア販売株式会社 (東京都)
　パイオニア エレクトロニクス (ＵＳＡ) Inc. (米国)
　パイオニア ヨーロッパ NV (ベルギー)
　先鋒電子(中国)投資有限公司 (中国)
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　〈生産子会社〉
　東北パイオニア株式会社 (山形県)
　パイオニア マニュファクチャリング(タイランド) Co., Ltd. (タイ)
　先鋒高科技(上海)有限公司 (中国)
　先鋒高科技(東莞)有限公司 (中国)
　パイオニア ド ブラジル Ltda. (ブラジル)

　
(9) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

事 業 区 分 従 業 員 数 対前期末増減

カーエレクトロニクス 12,249名 555名増

そ の 他 3,947名 376名減

全 社 602名 144名減

合 計 16,798名 35名増

(注) 上記の従業員数には、短期（１年未満）契約社員および派遣・請負社員を含んでおりませ
ん。

　
(10) 主要な借入先（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行をアレンジャー 兼
エージェントとするシンジケートローン

15,800百万円

株式会社三井住友銀行をアレンジャー 兼
エージェントとするシンジケートローン

4,400百万円

(注) 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日をもって株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商
号変更しております。
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２．株式に関する事項（平成30年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数
　 800,000,000株

(2) 発行済株式総数
　 383,340,936株
　
(注) 1. 当期におきましては、以下のとおり新株式を発行いたしました。

　

発 行 日 募 集 ま た は 割 当 の 方 法 発行新株式数

平成29年10月５日 HERE GLOBAL B.V.に対する第三者割当 11,117,500株

2. 発行済株式総数には自己株式5,032,512株を含んでおります。

(3) 株主総数
　 60,411名（前期末比 13,532名増）

(4) 所有者別分布状況

区 分 株 主 数 持 株 数 持 株 比 率

金 融 機 関 31名 77,005千株 20.09％

証 券 会 社 68名 16,453千株 4.29％

そ の 他 の 法 人 340名 61,385千株 16.01％

外 国 法 人 等 310名 78,648千株 20.52％

個 人 ・ そ の 他 59,662名 149,847千株 39.09％

合 計 60,411名 383,340千株 100.00％

(注) 1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は期末現在の発行済株式総数に対する比率です。
3. 個人・その他には自己株式5,032千株（持株比率1.31％）を含んでおります。
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(5) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率

三菱電機株式会社 27,886千株 7.37％

株式会社ＮＴＴドコモ 25,773千株 6.81％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

18,566千株 4.90％

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/HENDERSON HHF SICAV

18,059千株 4.77％

HERE GLOBAL B.V. 11,117千株 2.93％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
(信託口)

10,359千株 2.73％

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 8,894千株 2.35％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 6,490千株 1.71％

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 6,405千株 1.69％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口５）

6,366千株 1.68％

(注) 1. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。
2. 持株比率は期末現在の発行済株式総数から自己株式数を控除して算出し、小数点第３

位以下を切り捨てて表示しております。
3. 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日をもって株式会社三菱ＵＦＪ銀行

に商号変更しております。

３．新株予約権等に関する事項（平成30年３月31日現在）
第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成27年12月18日発行）

新 株 予 約 権 の 数 150個

転 換 価 額 456円

新株予約権の行使期間 平成27年12月25日～平成32年12月11日

新株予約権の目的となる
株式の種類および数

普通株式 32,894,736株
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４．役員に関する事項
(1) 取締役、監査役および執行役員
　①取締役および監査役

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 小 谷 進

取 締 役 川 尻 邦 夫

取 締 役 齋 藤 春 光

取 締 役 森 谷 浩 一

取 締 役 大 舘 諭

取 締 役 西 村 紳 介

取 締 役 谷 関 政 廣

取 締 役 佐 藤 俊 一
〈重要な兼職の状況〉
株式会社ナカノフドー建設 社外監査役

常 勤 監 査 役 下 田 幹 雄

監 査 役 錦 戸 景 一

弁護士
〈重要な兼職の状況〉
光和総合法律事務所 代表弁護士
サイボー株式会社 社外監査役

監 査 役 若 松 弘 之

公認会計士
税理士
〈重要な兼職の状況〉
公認会計士若松弘之事務所 代表
株式会社ウィザス 社外監査役
株式会社ミクシィ 社外監査役
株式会社レノバ 社外監査役

(注) 1. 谷関政廣および佐藤俊一は、社外取締役であり、また、東京証券取引所が定める要件
を満たす独立役員です。

2. 錦戸景一および若松弘之は、社外監査役であり、また、東京証券取引所が定める要件
を満たす独立役員です。

3. 若松弘之は、公認会計士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有してお
ります。
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　②執行役員
　

地 位 氏 名 担 当

＊社長執行役員 小 谷 進 新規事業担当 兼 輸出管理統括

＊常務執行役員 川 尻 邦 夫 経理部・財務部・知的財産部担当

＊常務執行役員 齋 藤 春 光 経営戦略部長

常務執行役員 加 瀬 政 雄 川越事業所長 兼 調達部担当

＊常務執行役員 森 谷 浩 一
人事部・総務部・情報システム部・法
務･リスク管理部・ＩＲ･広報部・監査
部担当 兼 ＣＳＲ・環境担当

＊常務執行役員 大 舘 諭
市販事業部長 兼 デザイン部・パイオ
ニア販売株式会社担当

執 行 役 員 丸 山 実 生産統括部長

執 行 役 員 北村 以知雄 品質保証部担当

執 行 役 員 髙 島 直 人 ＯＥＭ事業部長

＊執 行 役 員 西 村 紳 介
自動運転事業開発部長 兼 研究開発部
担当

執 行 役 員 加 藤 光 正 技術開発部長

執 行 役 員
グレゴリー・
ピ ア ソ ン

米州チーフ リーガル オフィサー 兼
パイオニア エレクトロニクス（ＵＳ
Ａ） Inc. 副社長

執 行 役 員
スティーブン・
モ ー ナ ー

米州ＯＥＭ事業統括 兼 パイオニア
オートモーティブ テクノロジーズ
Inc. 社長

(注) ＊印を付した執行役員は、取締役を兼務しております。
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(2) 取締役および監査役の報酬等
　①当期に係る取締役および監査役の報酬等の額
　 取締役11名 266百万円
　 監査役３名 44百万円
　
(注) 1. 上記には、平成29年６月28日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役

３名を含んでおります。
2. 上記のうち、社外取締役および社外監査役に対する報酬等の額は、４名35百万円で

す。

　
　②取締役および監査役の報酬等の決定方針等
　当社は、取締役会の諮問機関として、取締役および執行役員の報酬・
処遇に関する方針・制度および個別の評価・報酬額に関する事項を審議
する「報酬委員会」を設置しております。
　取締役の報酬等については、「報酬委員会」で確認された以下の「役
員報酬制度の考え方に関する方針」に従い、適正に決定されておりま
す。

・役員の処遇（報酬・賞与等のいわゆる報酬制度）は、株主の利益
と相反しないものであること

・報酬等の水準は、連結業績（実績および見通し）に照らして矛盾
のないものであること

・個々の報酬等は「役割・責任」に対応し、かつ担当業務（執行責
任業務）の「成果・業績・貢献度」が適切に反映される制度であ
ること

　なお、取締役および監査役の報酬等の額は、平成10年６月26日開催の
定時株主総会において承認された報酬額の範囲内（取締役につき年額９
億円以内、監査役につき年額１億円以内）で、取締役については「報酬
委員会」の審議結果に基づき決定されております。また、監査役につい
ては監査役の協議により適正に決定されております。

　
(3) 社外役員に関する事項
　①社外取締役 谷関政廣

ア 重要な兼職先と当社との関係
　該当するものはありません。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　当期中に開催した取締役会11回の全回に出席し、企業経営者と
しての豊富な経験と高い見識に基づいて、客観的な視点から適宜
必要な発言を行っております。
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　②社外取締役 佐藤俊一
ア 重要な兼職先と当社との関係

　株式会社ナカノフドー建設と当社との間に特段の関係はありま
せん。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　当期中に開催した取締役会11回のうち９回に出席し、外交官と
しての豊富な経験と高い見識に基づいて、客観的な視点から適宜
必要な発言を行っております。

　③社外監査役 錦戸景一
ア 重要な兼職先と当社との関係

　光和総合法律事務所およびサイボー株式会社と当社との間に特
段の関係はありません。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　当期中に開催した取締役会11回の全回および監査役会15回の全
回に出席し、法律の専門家としての豊富な経験と高い見識に基づ
いて、客観的な視点から適宜必要な発言を行っております。

　
　④社外監査役 若松弘之

ア 重要な兼職先と当社との関係
　公認会計士若松弘之事務所、株式会社ウィザス、株式会社ミクシィ
および株式会社レノバと当社との間に特段の関係はありません。

イ 当社の特定関係事業者（子会社・関連会社・主要な取引先）との関係
　該当するものはありません。

ウ 当期中の主な活動状況
　当期中に開催した取締役会11回の全回および監査役会15回の全
回に出席し、財務および会計の専門家としての豊富な経験と高い
見識に基づいて、客観的な視点から適宜必要な発言を行っており
ます。

　
(4) 責任限定契約の内容
　当社と社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定
により、同法第423条第１項に定める責任を限定する契約を締結してお
ります。
　当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額としており
ます。
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５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称
　 有限責任監査法人トーマツ

(2) 当期に係る会計監査人の報酬等の額
　①当期に係る会計監査人としての報酬等の額
　 117百万円
　

(注) 会社法に基づく監査、金融商品取引法に基づく監査および英文連結財務諸表の監査
に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額
にはこれらの合計額を記載しております。

　②当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
　 154百万円
　

(注) 当社の海外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受け
ております。

(3) 当期に係る会計監査人の報酬等の額に監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務の遂行状
況および報酬見積りの算定根拠等を確認し、検討した結果、会計監査人
の報酬等の額について同意を行っております。

(4) 会計監査人に対して委託している非監査業務の内容
　該当するものはありません。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該
当し、解任が相当と認められる場合には、監査役全員の同意に基づき会
計監査人を解任いたします。また、監査役会は、会計監査人が会計監査
を適切に遂行することが困難であると認められる場合には、株主総会に
提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いた
します。

　
(6) 責任限定契約の内容
　当社は、会計監査人と責任限定契約を結んでおりません。
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６. 業務の適正を確保するための体制
　会社法第362条第４項第６号および会社法施行規則第100条に基づき、
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制その他当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要な体制は、以下のとおり行うこととしております。

　
　〔基本方針〕
　パイオニアグループでは、企業理念「より多くの人と、感動を」を共
有するために、「企業ビジョン体系」を定め、これを実現するための根
本規則として「パイオニアグループ企業行動憲章」を定めております。
　この「パイオニアグループ企業行動憲章」に沿って、当社グループに
働く者が遵守すべき事項として「パイオニアグループ行動規範」を定
め、当社グループの役員および従業員は、この行動規範を基に、企業の
社会的責任を深く自覚し、自らの職責に従って誠実に行動することとし
ております。
　パイオニアグループの全てが遵守すべき基本的な事項を定めた共通の
ルールブックとして、「パイオニアグループ企業行動憲章」を頂点とす
る「パイオニアグループ規程」を広く定め、これに基づいて連結ベース
での経営管理体制の確立を図ります。

　
(1) 取締役および使用人の職務執行の法令・定款適合性を確保するため

の体制
　経営方針等の最重要事項に関する意思決定機関および監督機関として
の取締役会、業務執行機関としての代表取締役、監査機関としての監査
役会という経営機関制度により、取締役の職務執行の法令および定款へ
の適合性を確保しております。また、独立性の高い複数の社外取締役を
選任することにより、業務執行に関する取締役会の監督機能を強化して
おります。さらに、社外取締役と社外監査役との定期的な連携の場の提
供や、社外取締役に対する業務執行側からの情報提供の充実、社外取締
役と監査役会との連絡会議の開催により、社外役員による経営の監督・
監視機能を強化しております。
　コンプライアンスに関しては、「パイオニアグループ企業行動憲章」
および「パイオニアグループ行動規範」を、当社グループの役員および
従業員の業務における判断・行動の基準としております。また、当社グ
ループの役員および従業員の法令遵守、ならびに「パイオニアグループ
行動規範」の徹底を図るため、「ビジネス・エシックス基本規程」に基
づき、社外取締役を委員長とする「ビジネス・エシックス委員会」を設
置しております。また、通常の報告経路から独立した社内通報制度とし
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て「ビジネス・エシックス・ホットライン」を設け、「パイオニアグル
ープ行動規範」に反する行為に関しては、これによる通報に真摯に対応
しております。「ビジネス・エシックス・ホットライン」による通報は、

「ビジネス・エシックス委員会」と監査役に同時に報告される制度とし、
また、通報者が通報したことを理由として不利益な取り扱いを受けない
よう適切な運営を図っております。
　内部監査に関しては、「連結内部監査基本規程」に基づき、監査部が
業務運営の状況を監査し、合法性および社内規則の遵守状況を確認して
おります。
　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力の排除に関して
は、「パイオニアグループ企業行動憲章」で定める、社会的正義を尊重
した公正な企業活動を推進するという精神に則り、「パイオニアグルー
プ行動規範」により、組織的かつ毅然とした対応を行うこととしており
ます。また、「反社会的勢力対応基本規程」を定めるとともに、対応を
統括する部門を定め、外部専門機関との連携や、当社グループにおける
情報の共有、対応に関する指導、連絡の徹底を行うなど、体制を強化し
ております。

　

(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制
　取締役の業務執行に係る情報については、「情報セキュリティ管理基
本規程」等の社内規程に基づき、適切に管理しております。また、これ
らの情報の保存・管理状況については、監査部が定期的に確認しており
ます。
　取締役会の議事については、法令に従い取締役会議事録を作成し、10
年間本店に備え置いております。また、取締役会の意思決定機能を強化
するため、後述のとおり「経営執行会議」を設置しておりますが、その
議事については議事録を作成し、取締役会議事録に準じ10年間保管して
おります。
　経営情報の適切な開示と財務報告の適正性の確保に関しては、「情報
開示基本規程」および「連結決算基本規程」を定め、情報管理体制の強
化を図っております。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社グループの事業活動に伴うリスクについて、その管理体制の充
実・強化を推進するために、「内部統制システム基本規程」に基づき、
当社リスク管理部門を担当する執行役員を委員長とする「内部統制委員
会」を設置し、リスクの把握と危機の未然防止策について整備を図って
おります。重要なリスクについては、「パイオニアグループ規程」の中
で対応方針を定め、組織的な管理を行っております。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月21日 16時36分 $FOLDER; 19ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



― 20 ―

　また、危機発生時における適切な対応を図るため「危機管理基本規
程」を定めております。これに基づき、当社総務部門を担当する執行役
員を委員長とする「ＥＭ委員会」を常設の組織として置き、危機管理に
関する教育・啓発を行うとともに、当社グループの組織毎に担当責任者
を配置して、危機発生時における対応と事態解決を行っております。危
機管理における当社グループ各組織の役割および危機発生に対する対応
手順等については、「危機管理マニュアル」において定めております。
　グループ各社における重要事項の意思決定については、「グループ会
社権限基本規程」に基づき、権限と責任の所在および承認の手段を明確
化し、損失の未然防止を図っております。
　「連結内部監査基本規程」に基づき、監査部がグループ各社につい
て、組織毎にリスク管理状況および危機発生時における対策の確認を行
っております。

　

(4) 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制
　当社は、「執行役員制度」および執行役員への委嘱業務を明らかにす
ることにより、権限委譲による事業運営の迅速化とともに、経営責任の
所在の明確化を図っております。
　取締役会の意思決定機能を強化するため、執行役員の中から取締役会
が指名したメンバーで構成される「経営執行会議」を原則として月２回
開催しております。グループ全体の重要な経営課題に関しては、「経営
執行会議」で十分な議論を行い、これらを決定し、あるいは取締役会が
決定権を持つと定めた事項の場合は、取締役会への答申を行うこととし
ております。
　また、「グループ会社権限基本規程」により、グループ各社における
重要事項の意思決定につき、権限と責任の所在および承認の手段を明確
化することで、取締役会の意思決定の迅速化および職務執行の効率化を
図っております。
　さらに、株主による選任の機会を増やすことで、取締役の責任を明確
にして経営環境の変化に迅速に対応できるよう、取締役の任期を法定の
２年から１年に短縮しております。

　

(5) 当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための
体制

　当社グループ全体の業務の適正を確保するため、「パイオニアグルー
プ規程」を定め、グループ各社はこれを遵守することとしております。
　グループ各社における重要事項に関しては、「グループ会社権限基本
規程」に基づき「経営執行会議」で十分な議論を経て決定することと
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し、権限と責任の所在を明確にした上で、意思決定の迅速化ならびにグ
ループ全体の業務の適正化および効率化を図っております。
　当社の取締役または執行役員を主要なグループ各社の取締役として選
任し、グループ各社の経営に関する監督機能および経営管理体制の強化
を図っております。
　当社およびグループ各社の監査役が、互いに情報交換を行う体制を確
保し、当社グループ全体における業務の適正確保と監査の実効性確保を
図っております。
　また、当社グループ全体にわたる内部監査の実施については、「連結
内部監査基本規程」に基づき、監査部が統括しております。

　

(6) 監査役の補助使用人およびその独立性に関する事項
　監査役の職務を補助するために、監査役会の下に、通常の指揮系統か
ら独立した専任事務局を置いております。また、その専任事務局員の任
命、評価、異動等については監査役会と事前協議を行っております。

(7) 取締役および使用人による監査役への報告に関する体制
　当社およびグループ各社の取締役および使用人が、監査役に報告する
体制を確保しております。また、「会議体規程」に定める全社会議等の
重要な会議には、監査役が出席する体制としております。
　さらに、経営・業績に影響を及ぼす重要な事項については、監査役会
が定めた「監査役監査基準」に則り、監査役会がその都度報告を受ける
体制を確保しております。財務情報の開示においては、事前に監査役の
内容確認を受けております。
　監査役への報告においては、報告をしたことを理由として不利益な取
り扱いを受けることがない体制を確保しております。

(8) その他、監査役による監査の実効性を確保するための体制
　「監査役会規則」および「監査役監査基準」に則り、代表取締役との
定期的な会合、監査部および会計監査人からの定期的な説明および報告
の機会を確保しております。
　また、監査役は、必要に応じて外部専門家のアドバイスを求めること
としております。
　監査役の職務の執行に必要な費用については、監査計画に基づいて予
算化し、請求に応じて支払うこととしております。
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(注) 「パイオニアグループ規程」とは、パイオニアグループ全体の経営に関する基本的
な事項を定めた規程類を総称するものであり、パイオニアグループ企業行動憲章、
パイオニアグループ行動規範、ビジネス・エシックス基本規程、連結内部監査基本
規程、情報セキュリティ管理基本規程、情報開示基本規程、連結決算基本規程、内
部統制システム基本規程、危機管理基本規程、グループ会社権限基本規程などが含
まれております。

７. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため
の体制その他当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要な体制について、当期における運用状況の概要は以下のと
おりです。

　
(1) 取締役の職務執行
　取締役会を11回開催し、経営方針等の最重要事項に関する意思決定
や、代表取締役による業務執行の監督を行いました。また、取締役会が
指名した執行役員で構成される「経営執行会議」を19回開催し、取締役
の業務執行の迅速化・効率化および取締役会の意思決定・監督機能の強
化を図りました。さらに、社外取締役と社外監査役との定期的な会合を
４回開催したほか、社外取締役と監査役会との連絡会議を１回開催する
など、社外役員による経営の監督・監視機能の強化を図りました。な
お、監査役会は15回開催され、取締役の職務執行に対する監査が行われ
ました。

　
(2) コンプライアンス
　「ビジネス・エシックス委員会」を２回開催し、当社グループの役員
および従業員の法令遵守、ならびに「パイオニアグループ行動規範」の
遵守についてモニタリングおよび周知徹底を図りました。なお、「ビジ
ネス・エシックス・ホットライン」に寄せられた通報には全て適切に対
処いたしました。

　
(3) 内部監査
　当社グループ全体にわたる内部監査を統括する監査部が、主要なグル
ープ会社に設置した内部監査担当部門とともに内部監査を実施し、業務
運営の改善、是正に向けた助言等を行いました。なお、監査部による内
部監査の結果は、社長執行役員、監査部担当執行役員および監査役に報
告されております。
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(4) 適切な情報開示
　情報開示にあたっては、適宜、弁護士によるレビューを受け、開示内
容の適法性・正確性・妥当性を確保いたしました。なお、東京証券取引
所の定める規則に基づき、「連結決算基本規程」により作成した連結財
務諸表等を含め、計11件を適時開示情報として発表いたしました。

　
(5) リスクマネジメント
　「内部統制委員会」を２回開催し、当社グループの事業活動に伴うリ
スクに関する管理体制の充実・強化を図ったほか、コンプライアンスに
関する各種研修や「パイオニアグループ規程」の見直しを実施いたしま
した。また、「ＥＭ委員会」において、平時より、海外における安全対
策に関する情報発信や、危機管理に関する教育・啓発活動など、危機発
生時の事前対応策の強化を図りました。なお、「ＥＭ委員会」を４回開
催しましたが、当社グループ全体に大きな影響を与えるものはありませ
んでした。

　
(6) 監査役への報告体制
　監査役会と代表取締役との定期的な会合が２回行われました。また、
監査役は取締役および執行役員から職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。さらに、監査役とグループ各社の
監査役との間で情報交換が行われたほか、監査役と会計監査人との会合
が８回行われ、会計監査結果や、年間の会計監査計画、会計監査の実施
状況等について討議が行われました。なお、「ビジネス・エシックス・
ホットライン」に寄せられた通報は、全て監査役に報告されておりま
す。

８．会社の状況に関する重要な事項
　 該当するものはありません。
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連結貸借対照表 (平成30年３月31日現在)

(単位 百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 161,038 流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

一年内返済予定の長期借入金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

転換社債型新株予約権付社債

長 期 借 入 金

退職給付に係る負債

そ の 他

149,343

59,770

32,537

1,667

893

33,107

1,841

19,528

53,233

15,041

833

31,395

5,964

現 金 及 び 預 金 35,642

受取手形及び売掛金 60,094

商 品 及 び 製 品 21,590

仕 掛 品 12,793

原材料及び貯蔵品 15,750

繰 延 税 金 資 産 1,816

そ の 他 14,093

貸 倒 引 当 金 △740

固 定 資 産 126,446

有 形 固 定 資 産 38,209

建 物 及 び 構 築 物 14,144

機械装置及び運搬具 6,634

土 地 10,389

リ ー ス 資 産 2,081 負 債 合 計 202,576

建 設 仮 勘 定 530 (純 資 産 の 部)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

非 支 配 株 主 持 分

160,857

92,881

32,295

46,733

△11,052

△80,337

△393

11

△59,446

△20,509

4,414

そ の 他 4,431

無 形 固 定 資 産 74,497

の れ ん 396

ソ フ ト ウ エ ア 25,896

ソフトウエア仮勘定 47,606

そ の 他 599

投資その他の資産 13,740

投 資 有 価 証 券 8,466

繰 延 税 金 資 産 1,194

退職給付に係る資産 973

そ の 他 3,156

貸 倒 引 当 金 △49

繰 延 資 産 26

株 式 交 付 費 26 純 資 産 合 計 84,934

資 産 合 計 287,510 負 債 純 資 産 合 計 287,510
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連結損益計算書（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位 百万円)

科 目 金 額

売 上 高 365,417
売 上 原 価 299,896

売 上 総 利 益 65,521
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 64,327

営 業 利 益 1,194
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 324
そ の 他 185 509

営 業 外 費 用

支 払 利 息 672
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 1,265
為 替 差 損 1,194
そ の 他 1,693 4,824
経 常 損 失 3,121

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 192
投 資 有 価 証 券 売 却 益 48 240

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 333
事 業 構 造 改 善 費 用 853
減 損 損 失 522
そ の 他 72 1,780
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 4,661

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,751
法 人 税 等 調 整 額 880 2,631
当 期 純 損 失 7,292

非支配株主に帰属する当期純損失 169
親会社株主に帰属する当期純損失 7,123
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連結株主資本等変動計算書（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位 百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年４月１日の残高 91,732 56,016 28,984 △11,051 165,681

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 1,149 1,150 2,299

親会社株主に帰属
する当期純損失

△7,123 △7,123

剰余金の処分 △24,872 24,872 －

自己株式の取得 △1 △1

連結子会社株式
の取得による
持 分 の 増 減

1 1

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
（純額）

連結会計年度中の
変 動 額 の 合 計

1,149 △23,721 17,749 △1 △4,824

平成30年３月31日の残高 92,881 32,295 46,733 △11,052 160,857

　

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に 係 る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

平成29年４月１日の残高 △191 － △59,149 △23,825 △83,165 4,273 86,789

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 2,299

親会社株主に帰属
する当期純損失

△7,123

剰余金の処分 －

自己株式の取得 △1

連結子会社株式
の取得による
持 分 の 増 減

1

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
（純額）

△202 11 △297 3,316 2,828 141 2,969

連結会計年度中の
変 動 額 の 合 計

△202 11 △297 3,316 2,828 141 △1,855

平成30年３月31日の残高 △393 11 △59,446 △20,509 △80,337 4,414 84,934
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貸 借 対 照 表 (平成30年３月31日現在)

(単位 百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)
流 動 資 産 116,513 流 動 負 債 110,970

現 金 及 び 預 金 8,130 買 掛 金

短 期 借 入 金

関係会社短期借入金

一年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

製 品 保 証 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

固 定 負 債

転換社債型新株予約権付社債

長 期 借 入 金

関係会社長期借入金

関係会社事業損失引当金

繰 延 税 金 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

38,101

22,600

23,077

1,266

1,698

21,730

235

140

4

2,114

88,423

15,041

633

3,173

59,930

26

5,758

3,861

売 掛 金 23,573
商 品 及 び 製 品 5,007
仕 掛 品 2,169
原材料及び貯蔵品 4,482
前 渡 金 608
前 払 費 用 1,126
関係会社短期貸付金 65,525
未 収 入 金 4,349
そ の 他 1,647
貸 倒 引 当 金 △107

固 定 資 産 178,581
有 形 固 定 資 産 6,452
建 物 2,571
構 築 物 29
機 械 及 び 装 置 28
車 両 運 搬 具 3
工具、器具及び備品 153

土 地 3,621

リ ー ス 資 産 44 負 債 合 計 199,394
無 形 固 定 資 産 58,886 （純 資 産 の 部）
ソ フ ト ウ エ ア 18,456 株 主 資 本 96,178
ソフトウエア仮勘定 40,394 資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

92,881

32,293

20,438

11,855

△17,944

△17,944

△17,944

△11,051

△451

△462

10

そ の 他 35

投 資 そ の 他 の 資 産 113,243

投 資 有 価 証 券 5,779
関 係 会 社 株 式 96,531
出 資 金 408
関 係 会 社 出 資 金 9,566
長 期 貸 付 金 22
敷 金 保 証 金 429
長 期 前 払 費 用 162
そ の 他 343
貸 倒 引 当 金 △0

繰 延 資 産 26
株 式 交 付 費 26 純 資 産 合 計 95,726

資 産 合 計 295,121 負 債 純 資 産 合 計 295,121
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損 益 計 算 書（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位 百万円)

科 目 金 額
売 上 高 209,219
売 上 原 価 184,845

売 上 総 利 益 24,373
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 34,927

営 業 損 失 10,553
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,733
為 替 差 益 1,092
そ の 他 295 3,120

営 業 外 費 用
支 払 利 息 618
借 入 関 連 費 用 162
そ の 他 618 1,399
経 常 損 失 8,832

特 別 利 益
関係会社事業損失引当金戻入額 157
投 資 有 価 証 券 売 却 益 47
そ の 他 4 208

特 別 損 失
減 損 損 失 8,522
関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,422
そ の 他 221 10,165
税 引 前 当 期 純 損 失 18,789

法人税、住民税及び事業税 △575
法 人 税 等 調 整 額 △268 △844
当 期 純 損 失 17,944
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株主資本等変動計算書（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位 百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

平成29年４月１日の残高 91,731 26,288 29,727 △24,871 △11,051 111,824

事業年度中の変動額

新株の発行 1,149 1,149 2,299

当期純損失 △17,944 △17,944

準備金から剰余金
への振替

△7,000 7,000 －

剰余金の処分 △24,871 24,871 －

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額の合計 1,149 △5,850 △17,871 6,926 △0 △15,645

平成30年３月31日の残高 92,881 20,438 11,855 △17,944 △11,051 96,178

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成29年４月１日の残高 △255 － △255 111,569

事業年度中の変動額

新株の発行 2,299

当期純損失 △17,944

準備金から剰余金
への振替

－

剰余金の処分 －

自己株式の取得 △0

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

△207 10 △196 △196

事業年度中の変動額の合計 △207 10 △196 △15,842

平成30年３月31日の残高 △462 10 △451 95,726
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月10日

パイオニア 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 下 万 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田 知 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、パイオニア株式会社の平成29年４月
１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、パイオニア株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年５月10日

パイオニア 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 下 万 樹 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 田 知 輝 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、パイオニア株式会社の平成29
年４月１日から平成30年３月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類
及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、
経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第72期事

業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書

に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし

ます。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の

方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと

もに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、

重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、

子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会

社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと

して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備

に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい

る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応

じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保

するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について

検討いたしました。

２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状

況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認

めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内

容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら

れません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結

果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結

果は相当であると認めます。

　 平成30年５月11日

パイオニア株式会社 監査役会

常 勤 監 査 役 下 田 幹 雄 ㊞

監査役 (社外監査役) 錦 戸 景 一 ㊞

監査役 (社外監査役) 若 松 弘 之 ㊞
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株主総会参考書類

議案およびその参考事項
　

　第１号議案　取締役８名選任の件
　現任取締役８名全員は、本定時株主総会の終結の時をもって任期満了
となりますので、取締役８名の選任をお願いしたいと存じます。
　なお、取締役候補者の指名に際しましては、社外取締役を委員長と
し、社外取締役が半数以上を占める「指名委員会」に審議を求め、その
審議結果を尊重して決定しております。

　 取締役の候補者は次のとおりです。
　
　取締役候補者
　

番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

１

もり や こう いち

森 谷 浩 一
(昭和32年
８月13日生)

24,000株

昭和56年４月 当社入社
平成25年６月 当社執行役員

先鋒電子（中国）投資有限公司 董事
兼 総経理

平成27年６月 当社常務執行役員 人事部・総務
部・情報システム部担当

平成29年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 人事
部・総務部・情報システム部・法
務･リスク管理部・ＩＲ･広報部・
監査部担当 兼 ＣＳＲ・環境担当、
現在に至る

２

こ たに すすむ

小 谷 進
(昭和25年
４月12日生)

43,600株

昭和50年４月 当社入社
平成15年６月 当社執行役員

パイオニア ヨーロッパNV会長 兼 社長
平成18年６月 当社執行役員 国際部長
平成19年６月 当社常務執行役員 ホームエンタテ

インメントビジネスグループ営業
担当 兼 国際部長

平成20年６月 当社常務取締役 ホームエンタテイ
ンメントビジネスグループ本部長

平成20年11月 当社代表取締役社長
平成24年６月 当社代表取締役 兼 社長執行役員

医療･健康事業開発室・ケーブルネ
ットワーク事業部担当

平成29年６月 当社代表取締役 兼 社長執行役員
新規事業担当 兼 輸出管理統括、
現在に至る
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番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

３

かわ しり くに お

川 尻 邦 夫
(昭和32年
12月26日生)

57,000株

昭和55年４月 株式会社三菱銀行（現 株式会社三
菱ＵＦＪ銀行）入行

平成21年７月 当社入社 執行役員 経営戦略部部長付
平成22年６月 当社取締役 経営戦略部経営管理部長

兼 財務担当
平成24年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経営

戦略部経営管理部長 兼 環境・財
務・品質保証部・情報システム
部・インダストリアル･ソリューシ
ョンズ部・パイオニアデジタルデ
ザインアンドマニュファクチャリ
ング株式会社担当

平成29年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経理
部・財務部・知的財産部担当、現
在に至る

４

さい とう はる みつ

齋 藤 春 光
(昭和33年
３月４日生)

25,100株

昭和55年４月 当社入社
平成20年６月 当社執行役員 モーバイルエンタテ

インメントビジネスグループ事業
企画部長

平成22年12月 当社執行役員
安悦先鋒汽車信息技術有限公司 常務
董事 兼 総経理

平成25年４月 当社執行役員 環境・品質保証部担当
平成27年６月 当社常務執行役員 経営管理部長
平成29年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経営

戦略部長、現在に至る

５

おお だて さとし

大 舘 諭
(昭和34年
１月３日生)

19,500株

昭和56年４月 当社入社
平成25年６月 当社執行役員

パイオニア ノース アメリカ Inc.
会長 兼 社長

平成26年６月 当社執行役員 海外営業統括部長
平成27年６月 当社常務執行役員 営業統括部長

兼 パイオニア販売株式会社担当
平成29年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 市販

事業部長 兼 デザイン部・パイオニア
販売株式会社担当、現在に至る
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番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

６

か とう みつ まさ

加 藤 光 正
(昭和39年
10月12日生)

（新 任）

1,400株

昭和63年４月 当社入社
平成21年５月 当社モーバイルエンタテインメント

ビジネスグループ川越事業所ＯＥＭ
設計部第一商品開発部長

平成24年９月 当社カーエレクトロニクス事業統
括部カーＯＥＭ事業部ＯＥＭ設計
部長

平成28年７月 当社ＯＥＭ事業部プロジェクトオー
ナー部長

平成29年４月 当社執行役員 技術開発部長 兼 技術
開発部技術統括部長

平成29年10月 当社執行役員 技術開発部長、現在
に至る

７

たに ぜき まさ ひろ

谷 関 政 廣
(昭和21年
１月７日生)

5,000株

昭和43年４月 豊田通商株式会社入社
昭和62年８月 同社ロンドン事務所長
平成４年４月 トヨタツウショウU.K. Ltd.取締役

社長
平成９年６月 豊田通商株式会社取締役 車両第１

部長
平成11年６月 同社取締役

トヨタツウショウ ヨーロッパS.A.
取締役社長

平成14年６月 豊田通商株式会社常務取締役 車両
部担当

平成17年６月 同社専務取締役 エネルギー・化学
品本部長

平成19年６月 同社専務取締役退任
株式会社豊通シスコム代表取締役
社長

平成22年６月 株式会社豊通シスコム代表取締役
社長退任
当社取締役、現在に至る
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番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

８

さ とう しゅん いち

佐 藤 俊 一
(昭和16年
２月10日生)

13,800株

昭和39年４月 外務省入省
昭和62年４月 フランス大使館公使
平成３年２月 モントリオール総領事館総領事
平成７年７月 外務省中南米局長
平成９年８月 駐ポーランド特命全権日本国大使
平成12年４月 駐ベルギー特命全権日本国大使
平成15年12月 外務省退官
平成16年６月 当社取締役
平成22年６月 当社取締役退任
平成26年６月 当社取締役、現在に至る
〈重要な兼職の状況〉
株式会社ナカノフドー建設 社外監査役

(注) 1. 候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2. 谷関政廣氏および佐藤俊一氏は、社外取締役候補者であり、また、東京証券取引所が

定める独立役員の要件を満たしております。両氏の社外取締役候補者としての特記事

項は次のとおりです。

(1) 選任理由等について

①谷関政廣氏は、企業経営者としての豊富な経験と高い見識を有し、また、業務執

行を行う経営陣から独立した立場にあり、客観的な視点から、社外取締役として

の職務を適切に遂行できると判断しております。なお、同氏の社外取締役として

の在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって８年となります。

②佐藤俊一氏は、業務執行者として会社経営に関与したことはありませんが、外交

官としての豊富な経験と高い見識を有し、また、業務執行を行う経営陣から独立

した立場にあり、客観的な視点から、社外取締役としての職務を適切に遂行でき

ると判断しております。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は、本定時株

主総会の終結の時をもって４年となります。

(2) 独立性について

①両氏は、いずれも、過去５年間において、当社または当社の特定関係事業者（子

会社・関連会社・主要な取引先）の業務執行者および役員となったことはありま

せん。

②両氏は、いずれも、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者および役員と

三親等以内の親族関係はありません。

③両氏は、いずれも、過去２年間において、当社または当社の特定関係事業者か

ら、取締役、執行役、監査役その他これらに類する者としての報酬等を除き、多

額の金銭その他の財産を受けたことはなく、また、これらを受ける予定はありま

せん。

3. 当社は、社外取締役候補者である谷関政廣氏および佐藤俊一氏との間で、会社法第

427条第１項の規定により、同法第423条第１項の賠償責任を限定する責任限定契約を

締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が規定する額として

おり、両氏の選任が承認された場合、両氏との間で、当該契約を締結する予定です。
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　第２号議案　監査役１名選任の件
　現任監査役３名中、下田幹雄氏は本定時株主総会の終結の時をもって
任期満了となりますので、監査役１名の選任をお願いしたいと存じま
す。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　 監査役の候補者は次のとおりです。
　
　監査役候補者
　

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略歴、地位および
重要な兼職の状況

しの はら ひろし

篠 原 弘
(昭和34年
７月４日生)

（新 任）

なし

昭和57年４月 当社入社

平成21年10月 当社経理財務部経理部長

平成27年４月 当社経理部長、現在に至る
　

(注) 篠原 弘氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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　第３号議案　補欠監査役２名選任の件
　前回の定時株主総会において決議された補欠監査役 辻 伸一氏およ
び花野信子氏の選任の効力は、本定時株主総会の開始の時までとなりま
すので、監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役２名の
選任をお願いしたいと存じます。
　本議案は、第２号議案「監査役１名選任の件」が承認可決されること
を条件として、監査役 篠原 弘氏の補欠監査役として辻 伸一氏の選
任を、また、監査役 篠原 弘氏以外の監査役の補欠監査役として花野
信子氏の選任をお願いするものです。
　なお、この補欠監査役選任が効力を有する期間は、法令により次回の
定時株主総会の開始の時までとなりますが、各補欠監査役選任は、監査
役就任前に限り、監査役会の同意を得た上で、取締役会の決議によって
取り消すことができるものといたします。
　本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役の候補者は次のとおりです。

　
　補欠監査役候補者
　

番
号

氏 名
(生年月日)

所有する
当 社 の
株式の数

略 歴 お よ び
重要な兼職の状況

１

つじ しん いち

辻 伸 一
(昭和36年

８月25日生)

なし

昭和59年４月 当社入社
平成21年10月 当社人事総務部法務部長
平成27年４月 当社法務･リスク管理部長、現在に

至る

２

はな の のぶ こ

花 野 信 子
(昭和43年

10月６日生)

なし

平成12年10月 弁護士登録
光和総合法律事務所勤務

平成16年10月 光和総合法律事務所 パートナー、
現在に至る

〈重要な兼職の状況〉
光和総合法律事務所 パートナー

(注) 1. 候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

2. 花野信子氏は、社外監査役の要件を満たしており、また、東京証券取引所が定める独

立役員の要件を満たしております。同氏の社外監査役候補者としての特記事項は次の

とおりです。

(1) 選任理由について

　同氏は、業務執行者として会社経営に関与したことはありませんが、法律の専

門家としての豊富な経験と高い見識を有し、また、業務執行を行う経営陣から独

立した立場にあり、客観的な視点から、社外監査役としての職務を適切に遂行で

きると判断しております。
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(2) 独立性について

①同氏は、過去５年間において、当社または当社の特定関係事業者（子会社・関連

会社・主要な取引先）の業務執行者および役員となったことはありません。

②同氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者および役員と三親等以内

の親族関係はありません。

③同氏は、過去２年間において、当社または当社の特定関係事業者から、多額の金

銭その他の財産を受けたことはなく、また、これらを受ける予定はありません。

3. 当社は、補欠監査役候補者である花野信子氏の選任が承認され、同氏が社外監査役に

就任した場合、同氏との間で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１

項の賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定です。なお、当該契約に基づく

賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。
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インターネット等による議決権行使のお手続きについて

　インターネット等により議決権を行使される場合は、次の事項をご確認
の上、行使していただきますようお願い申しあげます。

(1) インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまた
は携帯電話で下記の議決権行使サイトにアクセスし、同封の議決権行使
書用紙に記載された「ログインＩＤ」と「仮パスワード」をご利用いた
だき、画面の案内に従って、平成30年６月26日(火曜日)午後５時までに
議案に対する賛否をご入力下さい。
　なお、同サイトのご利用に際しては、セキュリティ強化のため「仮パ
スワード」変更のお手続きが必要となりますのでご了承下さい。

【議決権行使サイト】
　 https://evote.tr.mufg.jp/

　 (ご注意）
・毎日午前２時から午前５時までは、保守・点検のため、お取扱いを
休止させていただきます。

・パソコンやスマートフォン、携帯電話のインターネットのご利用環
境やご加入のサービス、ご使用の機種によっては、同サイトをご利
用いただけない場合がございます。詳細につきましては、下記のヘ
ルプデスクにお問い合わせ下さい。

(2) インターネットをご利用になる際の接続料金や通信料金等は、株主様
のご負担となります。

(3) ご希望の株主様には、次回の株主総会より、「株主総会招集ご通知」
を電子メールで送信させていただきますので、パソコンまたはスマート
フォンにより同サイトでお手続き下さい。（携帯電話ではお手続きでき
ません。）

システム等に関するお問い合わせ先
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

電話 0120-173-027 (受付時間 午前９時～午後９時、通話料無料)

《機関投資家の皆様へ》
　当社株主総会では、議決権行使の方法として、株式会社ＩＣＪが運営す
る「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけ
ます。

以 上
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至新宿
JR山手線

東急目黒線
至武蔵小杉

至品川

東急・地下鉄
目黒駅

JR
目黒駅

三井
住友
銀行

東口

西口

首都高速2号線

鉄
下
地

 

目黒ランプ

至白金高輪

坂
助
之
権

行
人
坂大圓寺

ホテル雅叙園東京
2階　舞扇 

ホテル雅叙園東京
建物入口

入口 

出口 

アルコタワー 

交番 

目　黒　川 

り
通
黒
目

目黒駅から徒歩で約10分

かかります。 

行人坂は急な坂道ですので 

足元にご注意下さい。 

車でお越しの場合 

徒歩でお越しの場合 

森林認証用紙と植物油インキを使用しております。

第 72 回 定 時 株 主 総 会 会 場
　

ご 案 内 図

ホテル雅叙園東京 (旧 目黒雅叙園) ２階 舞扇

東京都目黒区下目黒１丁目８番１号

電 話(03)3491-4111 (代 表)
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